
飯田市公認地域クラブ活動支援補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、公認地域クラブの創設及び活動の充実に当たって必要となる費用に対し、

飯田市公認地域クラブ活動支援補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて、

補助金等交付規則（昭和45年飯田市規則第31号）に定めのあるもののほか、必要な事項を定め

るものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

(1) 地域クラブ 飯田市を拠点として、スポーツ又は文化芸術の活動の場を提供する団体をい

う。 

(2) 公認地域クラブ 地域クラブのうち、飯田市教育委員会が別に定めるところにより認定し

た団体をいう。 

（交付対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となるもの（以下「交付対象者」という。）は、令和４年度以後に

設立された公認地域クラブであって、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

(1) 学校部活動として活動し、又は中学校総合体育大会、文化部活動の大会その他市長が認め

るものに参加する地域クラブであって、従前の学校部活動と同等の活動ができること。 

(2) 中学校（飯田市立小学校及び中学校を設置する条例（昭和42年飯田市条例第57号）別表第

２に規定する中学校をいう。）に在籍する生徒が申請時に10人以上いること。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が適当と認める公認地域クラブは交付対象者とする。 

（補助金の交付） 

第４条 市長は、交付対象者に対し、予算の範囲内において補助金を交付する。 

２ 補助金の交付は、一の交付対象者につき一の年度において１回までとし、及び通算して２回

を限度とする。 

（補助対象費用及び補助金の額） 

第５条 補助金の対象となる費用（以下「対象費用」という。）及び補助金の額は、次の表に掲

げるとおりとする。 

対象費用 補助金の額 

指導者の資格取得に必要な費用、消耗品の購入に

要する費用、会場の使用に要する費用、参加者の

募集に要する費用、指導者等の謝礼、交通費等費

用弁償に要する費用、保険の加入に要する費用、

その他市長が必要と認める費用 

対象費用の10分の10以内の額とし、

100,000円を上限とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、既に国又は他の地方公共団体からこの要綱と同様の趣旨による金

員の給付を受けた費用については、対象費用としない。 

（交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする交付対象者（以下「申請者」という。）は、飯田市公認

地域クラブ活動支援補助金交付申請書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添付して、市

長に提出することにより申請するものとする。 

 (1) 飯田市教育委員会が別に定めるところにより交付した飯田市公認地域クラブ認定決定通知

書の写し 

(2) 補助金の振込先の金融機関の口座を確認できる通帳等の写し 

(3) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

※1 

※1 「令和４年度以後に設立された地域クラブ」の解釈・・・・最終頁の【参考】資料のとおり 



（交付の決定） 

第７条 市長は、前条第１項の規定による申請があったときは、速やかにその内容を審査し、及

び補助金を交付するか否かを決定し、書面により申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を決定した場合において、必要と認めるときは補助

金の概算払をすることができる。 

３ 前項の規定により補助金の概算払を受けようとするときは、飯田市公認地域クラブ活動支援

補助金交付概算払請求書（様式第２号。以下「概算払請求書」という。）を市長に提出するも

のとする。 

（変更申請等） 

第８条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、

申請の内容を変更し、又は地域クラブの活動を中止しようとするときは、速やかに飯田市公認

地域クラブ活動支援補助金交付変更（中止）承認申請書（様式第３号）を市長に提出するもの

とする。 

２ 市長は、前項の規定による提出があったときは、速やかにその内容を審査し、及び交付を決

定した内容を変更するか否かを決定し、書面により交付決定者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第９条 交付決定者は、当該年度の地域クラブの活動終了後から起算して30日を経過した日又は

前条の規定による通知があった日の属する年度の３月31日のいずれか早い日までに、飯田市公

認地域クラブ活動支援補助金実績報告書（様式第４号。以下「実績報告書」という。）に、次

に掲げる書類を添付して市長に提出するものとする。 

 (1) 公認地域クラブ活動報告書 

 (2) 公認地域クラブ収支決算書 

 (3) 領収書の写し 

 (4) その他市長が必要と認める書類 

（額の確定） 

第10条 市長は、実績報告書の提出があったときは、速やかにその内容を審査し、適当と認めた

ときは、交付すべき補助金の額を確定し、書面により交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第11条 補助金の交付の請求は、飯田市公認地域クラブ活動支援補助金交付請求書（様式第５号）

を市長に提出することにより行うものとする。 

（補助金の支払） 

第12条 市長は、概算払請求書又は前条に規定する請求書に記載された金融機関の口座に振り込

む方法により、補助金を支払うものとする。 

２ 交付決定者は、第７条第３項の規定により概算払を受けた補助金の額が、第10条の規定によ

り確定した補助金の額より多い場合は、市長の求めに応じてその差額を返還しなければならな

い。 

（交付決定の取消し及び補助金の返還） 

第13条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、第７条第１項の

規定による決定の全部又は一部を取り消し、既に交付した補助金があるときは、その全部又は

一部の返還を求めるものとする。 

 (1) この要綱の規定に違反したとき。 

 (2) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

 (3) その他市長が不適当と認める行為があったとき。 

（補則） 

第14条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は、市長が別に定める。  



様式第１号（第６条関係） 

                           年  月  日 

  飯田市長   

申請者 

         〒 

住 所                 

 

団体名                 
 

ふりがな 
 

代表者               印 

 

電 話                 

 

飯田市公認地域クラブ活動支援補助金交付申請書 

 

 飯田市公認地域クラブ活動支援補助金交付要綱第６条第１項の規定により、関係書類を

添付し、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 交付申請額     金                   円 

 

２ 添付資料   

(1) 飯田市教育委員会が通知した飯田市公認地域クラブ認定決定通知書の写し 

(2) 補助金の振込先の金融機関の口座を確認できる通帳等の写し 

  



様式第２号（第７条関係） 

 

年  月  日 

  飯田市長   

申請者 

         〒 

住 所                 

 

団体名                 
 

ふりがな 
 

代表者               印 

 

電 話                 

 

 

飯田市公認地域クラブ活動支援補助金交付概算払請求書 

 

 

  年  月  日付   第    号で交付決定を受けた  年度飯田市公認地域クラブ

活動支援補助金について、飯田市公認地域クラブ活動支援補助金交付要綱第７条第３項の規定に

より、下記のとおり概算払を請求します。 

 

記 

 

 

金                   円 

 

 

 

 

（振込先） 

金融 

機関名 
銀行・信用金庫・農協・信用組合 本店・支店・支所・出張所 

預金 

種別 

普通 
・ 
当座 

口座番

号 

番号（左づめで記入） フリガナ  

       口座名義  

  



様式第３号（第８条関係） 

                                 年  月  日 

 

  飯田市長   

申請者 

      〒 

住 所                    

 

団体名                    
 

ふりがな 
 

代表者                  印 

 

電 話                    

 

飯田市公認地域クラブ活動支援補助金交付変更（中止）承認申請書 

 

   年  月  日付   第    号で交付決定を受けた飯田市公認地域クラブ活

動支援補助金について、下記のとおり（変更・中止）したいので、飯田市公認地域クラブ

活動支援補助金交付要綱第８条第１項の規定により申請します。 

 

 

記 

 

１ 交付決定額               円 

 

２ 変更・中止額              円 

 

３ 増減額                 円 

 

４ 変更・中止の内容 

 

 

５ 変更・中止の理由 

  



様式第４号（第９条関係） 

 

飯田市公認地域クラブ活動支援補助金実績報告書 

 

  年  月  日 

飯田市長   

申請者 

       〒 

住 所                   

 

団体名                   
 

ふりがな 
 

代表者                 印 

 

電 話                   

 

    年  月  日付   第    号で交付決定を受けた活動が完了したので、飯田市

公認地域クラブ活動支援補助金交付要綱第９条の規定により、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

 

１ 交付決定額                             円 

２ 完了年月日       年    月    日 

３ 添付書類 

１ 公認地域クラブ活動報告書 

２ 公認地域クラブ収支決算書 

３ 領収書の写し（補助対象となる費用の内補助金額該当分） 

４ その他市長が必要と認める書類 

 



様式第５号（第11条関係） 

 

年  月  日 

飯田市長  

申請者 

         〒 

住 所                 

 

団体名                 
 

ふりがな 
 

代表者               印 

 

電 話                 

 

 

飯田市公認地域クラブ活動支援補助金交付請求書 

 

 

  年  月  日付   第    号で交付決定を受けた  年度飯田市公認地域クラブ

活動支援補助金について、飯田市公認地域クラブ活動支援補助金交付要綱第11条の規定により、

下記のとおり請求します。 

 

記 

 

 

交付決定額     金           円 

 

 

概算払を受けた額  金           円 

 

 

今回請求額     金           円也 

 

（振込先） 

金融 

機関名 
銀行・信用金庫・農協・信用組合 本店・支店・支所・出張所 

預金 

種別 

普通 
・ 
当座 

口座番

号 

番号（左づめで記入） フリガナ  

       口座名義  

 



【参考】 

飯田市公認地域クラブ活動支援補助金交付要綱」第３条第１項に規定する「令和４年以後に設立され

た公認地域クラブ」の解釈について。 

 

 

 ●令和３年度以前に設立された公認地域クラブであっても、学校部活動及び新たな地域ク

ラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン（平成４年 12 月、スポーツ庁 文化庁）

を受けて、令和４年度以後に飯田市公認地域クラブ認定要項に掲げる次の観点（下記枠囲

み項目）のいずれかにおいて、クラブの体制を見直した公認地域クラブは、令和４年度以後

に設立した公認地域クラブとみなす。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本みなし規定の適用を受けようとする団体は、上記の観点で体制を見直したことを証明する書類 

（参考様式あり）を作成し、補助金交付申請書とともに飯田市教育委員会に提出しなければならない。 

対象となる見直し項目 

 

「飯田市公認地域クラブ認定要項  ２ 要件」より 

（１）組織に関すること のうち、以下６項目 

イ 長野県中学生期のスポーツ・文化芸術活動指針（令和６年３月長野県教育委員会策 

定）、長野県地域クラブ活動推進ガイドライン（令和６年３月長野県教育委員会策定） 

及び飯田市部活動指針（令和３年８月改定）に準拠して活動していること。 

ウ 原則として飯田市内を活動場所とし、活動場所までの移動が生徒及び保護者の過 

度な負担とならないこと。 

エ 原則として参加を希望する市内中学生の全てを受け入れること。 

オ 指導者及び生徒等の活動中に生じた負傷、事故等を補償する保険に加入してい 

ること。(賠償責任保険を含む。) 

ク 複数の役員や指導者が運営に携わる等、持続可能な運営を目指していること。 

ケ 以下の要件を満たす規約又は会則を作成及び運用しており、当該規約又は会則の 

内容が社会通念上適正であると認められること。 

(ｱ) 目的又は理念が規定されていること。 

(ｲ) 入退会及び会費に関する事項が規定されていること。 

(ｳ) 以下に準ずる役員を置くことが規定されていること。 

①代表・副代表 ②会計 ③監事（正副代表等と兼ねることはできない。） 

(ｴ) 組織及び規約の決定又は改正等の方法が規定されていること。 

(ｵ) 会計報告又は監査等の会計事務に関する事項が規定されていること。 

（２）活動方針や指導方針に関すること のうち、以下１項目 

ア 飯田市の定める「指導者の心得６カ条」を理解するとともに、生徒の資質・能力の向 

上を主たる目的として活動すること。 

以上 


